
第７章 銀行等保有株式取得機構による保有株式の買取り 

 

銀行等保有株式取得機構（以下「機構」という。）は、「銀行等の株式等の保有の制限

等に関する法律（平成13年法律第131号）」による銀行の株式保有制限（銀行の株式保

有をTier１以下に制限）の導入に伴い、銀行の保有する株式の買取り等の業務を行うこ

とにより、銀行の株式の処分等の円滑を図ることを目的として、2002年に設立された認

可法人である。 

機構の設立後、2006年９月末までに買い取られた株式については、その後、処分が進

められていたが、株式市場の極めて不安定な状況を踏まえ、2008年10月15日以降、市

場の状況が改善するまで市中売却（処分のうち自己株取得に対応するものなどを除く。

以下この章において同じ。）は凍結していた。機構は、2017年６月30日、当面の間、株

式等の新たな買取りの範囲内において保有株式等の処分を行うこともありえる旨の方針

を公表し、その後、凍結していた市中売却を再開。2022年度は、2,147億円の処分を実

施（うち市中売却は251億円）。 

また、2008 年９月以降の株式市場の極めて不安定な状況を踏まえ、「銀行等の株式等

の保有の制限等に関する法律」の改正により、以下のような措置が取られた。 

① 株式買取再開等（2009年３月４日公布、同年３月10日施行） 

2006年９月末までとされていた機構による株式買取期限を2012年３月末まで延長し、

株式の買取りを再開した。また、従来、事業法人が保有する銀行株の機構への売却は、

銀行による当該事業法人の株式売却後にのみ可能であったが、事業法人による銀行株売

却を先行して行えるよう手当てを行った。 

これらの措置を踏まえ、機構の借入れの際に付される政府保証枠を「２兆円」から「20

兆円」に拡大した（平成20年度第２次補正予算で手当て、21年度以降も継続）。 

② 買取対象の拡大（2009年７月３日公布、同年７月６日施行） 

上記株式買取再開にかかる法改正の審議の際、参議院財政金融委員会において「資産

の買取り等を含めた多様な措置について、検討を行うこと」との附帯決議がなされたこ

と、及びその後の経済情勢等を踏まえ、一定の信用力等があることを条件に、金融機関

が保有する優先株・優先出資証券、ＥＴＦ、Ｊ－ＲＥＩＴ及び事業法人が保有する金融

機関の優先株・優先出資証券を、機構の買取対象に追加した。 

③ 買取期限の延長（2012年３月31日公布、同日施行） 

東日本大震災の影響や、欧州債務危機を端緒とする世界的な金融資本市場の混乱等が

続いている状況に鑑み、経済・株式市場が互いに悪影響を及ぼし、悪化することを防ぐ

ため、機構が株式処分の受け皿として、また、ひいては金融資本市場のセーフティネッ

トとしての役割を果たすことは引き続き重要であること、バーゼルⅢの実施に伴い所要

自己資本等が段階的に引き上げられること等から、銀行等の保有株式等の処分のニーズ

は依然として高いといった事情を踏まえ、機構による株式等の買取期限を、2017年３月

末まで５年間延長した。 

④ 買取期限の延長（2016年12月２日公布、同日施行） 

少子高齢化や潜在成長力の低迷といった構造要因も背景に、個人消費や民間投資は力

強さを欠いた状況にあるほか、世界経済の需要の低迷、成長の減速リスクが存在するな
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どの金融資本市場をめぐる情勢の変化に対応し、金融機関が株価変動リスクを縮減し、

金融仲介機能を安定的に発揮することができるよう、機構による株式等の買取期限を、

2022年３月末まで５年間延長した。 

⑤ 買取期限の延長（2021年５月26日公布、同年11月22日施行） 

新型コロナウイルス感染症等の影響による社会経済情勢の変化に対応して、企業を支

援していくためにも金融機関は自らの経営基盤を強化する必要があり、経営基盤強化の

取組みの中で行われる株式等保有の合理化に対応するため、機構による株式等の買取期

限を、2026年３月末まで４年間延長した。 

 

これらの措置を受け、2022 事務年度（2022 年７月～2023 年６月末）において、機構

は、1,273億円（買取再開後の累計１兆9,287億円）の株式等の買取りを行っている。 
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